
   資料２ 

栃木県医療費適正化計画（3 期計画）に係る 

平成 30（2018）年度の取組状況について 

 
１ 栃木県医療費適正化計画（３期計画）における目標について 

本計画における評価指標については、最終年度時点での達成を目指して、各 6 項目の数値

目標と施策目標を設定しており、計画の着実な実施のため毎年度進捗状況を管理し、今後の

主な取組を見直すこととしている。 
なお、多くの数値目標については２年遅れの公表となることから、今回は主に施策目標に

係る取組について報告する。 
 
２ 目標達成のための平成 30（2018）年度の主な取組と次年度に向けた課題等について 

（１）県民の健康の保持･増進 

  ① 保険者による保健事業の推進 

   ・医療費分析結果を見える化し報告書として市町保険者に情報提供 
   ・特定健康診査等の実施率向上に向けた取組状況を市町保険者に情報提供 
   ・がん検診及び特定健康診査等の県民への普及啓発や関係者に対する各種研修の実施 
   ・糖尿病重症化予防プログラム対象者抽出ツールの作成 

  ② 市町による健康づくりや介護予防、予防接種に関する取組の推進 

   ・ロコモアドバイザー養成講習会の開催 
   ・介護予防リーダー連絡会の開催 
   ・介護予防に係るリハビリテーション専門職等研修会の開催 
   ・地域ケア会議機能強化研修会の開催 
   ・地域ケア会議の運営等について助言を行う専門職等の派遣 
   ・オーラルフレイル普及啓発に係るリーフレットの作成及び周知啓発 
   ・定期予防接種相互乗り入れ事業の実施 

  ③ 健康長寿とちぎづくりの推進 

   ・健康長寿とちぎづくり県民運動におけるとちぎ健康フェスタの開催や各種プロジェク

トの推進 
   ・禁煙及び受動喫煙防止に向けた企業等への啓発活動や、小中高校への防煙教育の実施 
   ・「健康長寿とちぎＷＥＢ」を活用した県民への健康情報の発信 

 ＜課題＞ 
○ 限られたマンパワーの中で効果的・効率的な事業を展開するための方策の検討 
○ 働く世代の食事や運動等の生活習慣病の改善 
○ 健康寿命の延伸を目指し、後期高齢者に対する保健事業の強化促進 

＜今後の主な取組＞ 
 レセプトデータ等の分析による保健事業対象者の絞り込み 
 ＩＣＴを活用した特定保健指導等の実施 
 保健事業と介護予防の一体的な実施に向けた検討 
 健康経営の促進など、企業や保険者と連携した健康づくりの推進 



（２）医療の効果的な提供の推進 

  ① 病床機能の分化及び連携並びに地域における医療･介護の体制整備の推進 

   ・県内６区域における「地域医療構想調整会議」の開催 
   ・栃木県在宅医療推進協議会の開催 
   ・地域包括支援センターの機能強化のための研修会の実施 

  ② 後発医薬品の安心使用の推進 

   ・後発医薬品安心使用促進協議会の開催 
   ・広域病院等後発医薬品採用リストの作成 
   ・県民への後発医薬品の知識に関する普及啓発 

  ③ 医薬品の適正使用の推進 

   ・重複･頻回受診者及び重複・多剤服薬者への支援に関する検討会の開催 
   ・かかりつけ薬剤師･薬局推進のためのリーフレット作成 
   ・医薬品適正使用の啓発用パンフレット等による県民への普及啓発 

 ＜課題＞ 
○ 後発医薬品の一層の理解の促進に向けた検討 
○ 重複･頻回受診者及び重複･多剤服薬者に係る指導体制の整備 

  ＜今後の主な取組＞ 
 レセプトデータ等を活用した後発医薬品の使用状況分析の実施 
 重複･頻回受診者及び重複･多剤服薬者に関する手引書の作成と保健指導への支援 



3期

平成25年度
(2013)

平成26年度
(2014)

平成27年度
(2015)

平成28年度
(2016)

平成29年度
(2017)

平成30年度
(2018)

44.7 46.5 48.1 49.6 － － 70 －

19.1 19.2 19.0 21.9 － － 45 －

－ 25 －

－ 50 －

－ 60 －

30 半数以上

目標は達成しているが、保健指導対象
者に占める実施者の割合向上のため、
引き続き効果的な実施に向けた取組が
必要

50.2 56.6 62.3 68.4 73.9 78.8 80
着実に増加しており、引き続き国の目
標値の達成に向けて取り組む

77.7%
（平成30(2018)年度

全国値）

5,685 5,807 6,008 5,980 6,092 －
7,286（適正化前）、
7,204（適正化後）

－
43兆710億円

（平成29(2017)年度
国民医療費）

注１） 厚生労働省レセプト情報・特定健診等情報データ公表値
注２） 厚生労働省「国民生活基礎調査」
注３） 厚生労働省「調剤医療費の動向」による各年度末の数値（新指標値）
注４） 平成26(2014)～平成29(2017)年度の医療費は都道府県別国民医療費。平成25(2013)年度の医療費は厚生労働省保険局による推計値。

医療費適正化計画（３期計画）　達成状況

県民の健康の保持の推進

特定健康診査の実施率（％）※注１

特定保健指導の実施率（％）※注１

特定保健指導対象者の割合の減少
率（％）

第３期計画の目標値
（令和５(2023)年度）

見解 備考

2期

後発医薬品の使用割合（％）※注３

医療に要する費用の見通し

医療費（億円）※注４

医療の効率的な提供の推進

がん検診の受診率（％）
《胃・大腸がん》 ※注２

がん検診の受診率（％）
《肺・乳・子宮頸がん》※注２

かかりつけ医と連携した糖尿病重症
化予防に取り組む保険者数










